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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 17年 6月 20日 

担当部署：人間開発部第一グループ基礎教育第一チーム 

 

１．案件名 

カンボジア国高校理数科教科書策定支援プロジェクト 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

過去のカリキュラム、教科書の改訂プロセスを見直した上で、高校理数科教育（数学、

物理、化学、生物、10～12 学年）におけるカリキュラム、教科書、教員用指導書の開発

を通して、教科別（数学、物理、化学、生物）のワーキンググループの組織化、教科書

の試行導入の仕方、改訂作業の進め方等、カリキュラム、教科書改訂における教育・青

年・スポーツ省（以下、MoEYSとする）内の手順を明確化することを目標としている。 

 

（２） 協力期間 

平成 17年 9月～平成 20年 9月（約 3年間） 

 

（３） 協力総額（日本側） 

約 320,000千円 

 

（４） 協力相手先機関 

MoEYS、国立教育研究所（NIE）、王立プノンペン大学（RUPP） 

 

（５） 国内協力機関 

特になし 

 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

直接裨益対象者：MoEYS 内のカリキュラム・教科書開発に関わる関連部署（教育研

究局（PRD）、教科書印刷配布センター（PDH）、教員養成局（TTD）、

中等教育局（GSED））及び国立教育研究所（NIE）、王立プノンペ

ン大学（RUPP)から今回のプロジェクトのために構成された実行

委員会のメンバー約 30名。 

（本プロジェクトの実施体制については、別添１を参照） 

間接裨益対象者：全国の教員 約 5,000名、カンボジア全土の高校生（10年生～12

年生の学生）約 15万人 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

カンボジアでは 1975～79年のポルポト政権による大量虐殺によって教師や知識人らの有能な

人材はことごとく失われ、人材育成のシステムそのものが崩壊した。その後の政権によってあ

る程度の再興は達成されたが、量的な拡大に重点を置いたために、退学率の高さ、能力のある

教師の不足等の質的な問題を抱え込んだままである。中でも理数科分野の人材育成については､

将来的な産業の高度化において極めて重要であるにもかかわらず､過去に支援の対象とされて

こなかったこともあり、早急な質的改善が望まれている。 

 

JICA は、2000 年 8 月から 2005 年 3 月までの 4 年 8 ヶ月間、高校の教員養成校である国立教
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育研究所（NIE）の理数科教育に係る機能・能力の向上を目標としたカンボジア理数科教育改善

計画プロジェクト（STEPSAM）を実施した。その中で、国立教育研究所（NIE）の理数科分野の

教員に対する研修を行い、その教員が講師となり、現職教員を対象とする全国ワークショップ

を企画・実施し、より安価な材料を使った実験解説書を作成し、全国の高校に配布した。その

結果、国立教育研究所（NIE）の理数科分野における機能や能力の向上というプロジェクト目標

を達成することができた。その一方で、STEPSAM を通じて、高校理数科のカリキュラムは、(1)

各学年段階、高校レベルにふさわしくない難解･高度な内容が含まれている、(2)各単元間のつ

ながりがない、という問題があり、教科書は、(1)重要な概念の欠落、用語や記号が学年間で統

一されていない、(2)記述が抽象的で、具体的な説明・図式などが欠落しており高校生には分か

りづらい内容である等の事項が認識されるようになった。また、教員用指導書についても、表

現が統一されていない、教員が工夫して授業が出来るような実験例や練習問題が十分に含まれ

ていない等の問題が指摘されており、改訂の必要性が高いことが明らかになった。 

  

2004 年 12 月に、MoEYS はカリキュラム改訂の基本方針（Curriculum Policy）を策定し、カ

リキュラムの全面改訂を進めている。上記 STEPSAM の協力を評価した MoEYS は、高校理数科教

育分野のカリキュラム、教科書改訂に対する JICAの協力を求めてきた。 

 

カリキュラム・教科書は、1996 年にも改訂が行われており、初等教育から高校教育を含むカ

リキュラム改訂については、協力ドナーである UNICEF等が主導で実施し、高校教育分野では少

人数のカンボジア関係者だけでカリキュラム、教科書開発が行われた。そのため、現状におい

てもカリキュラム、教科書、教員用指導書の作成手順、それぞれの MoEYS 内における承認の手

続き、また MoEYS 内外の関係機関、関係者との調整等が十分に行われず、且つ十分関係者間で

これらのプロセスが共有されていない。そのため、カリキュラム、教科書、教員用指導書の作

成に関わるプロセス、つまりそれぞれの作成手順、承認の手続き、関係者間の調整について、

MoEYS内で確立することが求められている。 

 

本プロジェクトのターゲットグループは、MoEYSの学校カリキュラム担当部局である教育研究

局（PRD）と高校教員養成機関である国立教育研究所（NIE）を中心に MoEYS の関連部署を含ん

だ実行委員会とする。またその実行委員会の下には、教科別にワーキンググループを設置し、

そのメンバーは教科の専門性、十分な語学力、教員経験を有する国立教育研究所（NIE）と王立

プノンペン大学（RUPP)の教官を中心に構成する。特に上記 STEPSAMの協力による国立教育研究

所（NIE）のスタッフ能力強化が進んでいることから、教育研究局（PRD）と並んで国立教育研

究所（NIE）を主要カウンターパートとして位置づける。 

 

本プロジェクトでは、MoEYS のみでは対応が困難な、高校理数科における質の高いカリキュラ

ムと教科書及び教師指導書の開発を支援するのみではなく、MoEYSが将来にわたって必要に応じ

たカリキュラムと教科書の開発が可能になるように、MoEYS内の手順を明確化することを目指し

ており、MoEYSのキャパシティディベロップメント（能力強化）にも通じる協力と位置づけるこ

とができる。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

カンボジアの教育基本政策を示す、教育戦略計画（ESP2004-2008）の中で、持続可能なカリ

キュラム改革と教材提供が重要戦略として位置づけられている。それに基づき、「カリキュラム

開発のためのポリシー2005-2009」が策定され、基礎教育と後期中等教育を含めたカリキュラム

の改訂が計画されている。 
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（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける

位置付け） 

わが国のカンボジア国別援助計画では対カンボジア援助政策の重点分野課題別援助方針とし

て、教育分野における、教員の質の向上、教育行政能力の向上、理数科分野を対象とした技術

協力が示されている。 

JICA国別事業実施計画では、「教育の充実」が８の援助重点分野の 1つに設定され、その中で、

経済成長を図るうえで重要な理数科分野について、中等理数科教員の養成、カリキュラム改善

等の協力を継続的に展開することが示されている。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

高校理数科教育におけるカリキュラムと教科書開発のための MoEYS 内のプロセスが確立す

る。 

（指標・目標値） 

・カリキュラムと教科書開発の手順が文書化される。 

・MoEYS 内で上記手順が周知される。（測定方法：MoEYS関係者のヒアリング） 

・プロセス見直しのための会議が年 1 回開催される。（測定手段：MoEYSのレポート、プ

ロジェクト報告書） 

 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

高校理数科教育のカリキュラムと教科書が定期的に見直され、必要に応じて改訂される。 

（指標・目標値） 

・ 新カリキュラム、教科書、教員用指導書に対して、毎年各学校からフィードバックを

受ける。（測定方法：各学校へのアンケート） 

・ カリキュラム・教科書に係る会議が年 1回開催される。（測定方法：MoEYSレポート） 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

成果 1． 今回の高校理数科のカリキュラムと教科書開発に関し、MoEYS 内の手順に係る計画案

が決定する。 

活動 1-1. 実行委員会が MoEYSの過去の手順に関し、情報を収集し分析する。 

活動 1-2. 実行委員会が今後の計画策定をするためのワークショップを開催する。 

活動 1-3. 実行委員会がプロジェクト期間を通して、開発手順を試行する。 

活動 1-4. 実行委員会が試行した結果を提言としてまとめる。 

（指標） 

・ カリキュラムと教科書開発のためのプロセスについて提言が出される。 

 

成果 2. カリキュラムと教科書開発のためのワーキンググループが組織され、機能する。 

活動 2-1. 実行委員会がワーキンググループのメンバーの選定基準を作成する。 

活動 2-2. 実行委員会がワーキンググループのメンバーを選定する。 

活動 2-3. 教科別（数学、物理、化学、生物）のワーキンググループが活動計画を作成する。 

（指標） 

・ メンバーリストが作成される。 
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・ メンバーの TORが決定する。 

・ ワーキンググループ内で、定例会議が月に一回開催され、記録がまとめられる。 

 

成果 3. 新カリキュラムが開発される。 

活動 3-1. 実行委員会がワーキンググループメンバーのための、カリキュラム開発に関するセ

ミナーとワークショップを開催する。 

活動 3-2. ワーキンググループが現行カリキュラムの見直しを行う。ｵ 

活動 3-3. ワーキンググループが外国カリキュラムを分析する。 

活動 3-4. ワーキンググループが日本研修でカリキュラム案を作成する。 

活動 3-5. ワーキンググループが作成したカリキュラム案について、教員、教育視学官（学校

レベル）からコメントを取り付ける。 

活動 3-6. ワーキンググループが作成したカリキュラム案について、MoEYS内の関連部署から

コメントを取り付ける。 

活動 3-7. 新カリキュラムの承認手続きを行う。 

（指標） 

・ カリキュラムが承認される。 

・ カリキュラム開発のためのワークショップが月２回程度開催され、記録がまとめられる。 

・ コンサルテーションミーティング（学校レベル、MoEYS内レベル）の結果が、承認手続

きを開始するまでに記録としてまとめられる。 

 

成果 4. より質の高い教科書案と教師指導書案が開発される。 

活動 4-1. ワーキンググループが 現行の教科書と教師指導書の見直しと分析を行う。 

活動 4-2. 実行委員会がワーキンググループメンバーのための、教科書と教師指導書の開発に

関するセミナーとワークショップを開催する。 

活動 4-3. 日本研修で著作権問題の対応方法に関する知識を習得する。 

活動 4-4. 実行委員会が教科書と教師指導書の編集方針を設定する。 

活動 4-5. ワーキンググループが教科書案と教師指導書案を執筆する。 

活動 4-6. ワーキンググループが特定の章について教科書案と教師指導書案について試行す

る。 

活動 4-7. ワーキンググループが教科書案と教師指導書案を必要に応じて修正する。 

（指標） 

・ 教科書と教師指導書の最終ドラフトが承認委員会に提出される。 

・ 教科書、教員用指導書開発のためのセミナー、ワークショップが月２回程度開催され、

記録がまとめられる。 

 

 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側 

専門家派遣（総括、副総括／モニタリング、カリキュラム開発、数学教育、物理教育、

科学教育、生物教育等）、カウンターパートの研修、供与機材（パソコン、プリンター

等）。 

② カンボジア国側 

カウンターパート人件費、プロジェクトオフィス、プロジェクトオフィスにかかる維持

管理費、教科書開発費用(編集料、承認料、著作権費用)、実行委員会及びワーキンググ
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ループの運営費用、その他。 

 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

① 前提条件 

 国内の政治状況が安定している。 

 MoEYSのプロジェクトに対する政策が変わらない。 

② 成果(アウトプット)達成のための外部条件 

 承認料・編集料等のカリキュラム・教科書開発の財源が確保される。 

 著作権料*が発生した場合に対応できる財源と交渉体制が確保される。 

（*本プロジェクトでは海外の教科書を基にして、翻訳し、カンボジアに合わせた内容に改訂していくことを想

定している。海外の教科書を参考とする場合、著作権の問題が発生し、場合によっては著作権料の支払いが

発生することが想定される。今回はその交渉、また著作権料の支払いは MoEYSが行うことで合意済み） 

 カリキュラム案が迅速に承認される。 

③ プロジェクト目標達成のための外部条件 

 MoEYS内の組織内改編がない。 

  ④ 上位目標達成のための外部条件 

 カリキュラムと教科書の改訂のための財源が確保される。  

５．評価 5項目による評価結果 

（１） 妥当性 

この案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

 「３．協力の必要性、位置づけ」で述べたように、現行の後期中等教育のカリキュ

ラム・教科書は、開発の計画管理から執筆にいたるまで不十分な体制で行ったため、

現行の教科書と教員用指導書は、各学年段階にあわせた内容になっておらず、単元

間ごとのつながりがない等の課題を多く含んでおり、早急な質的改善が求められて

いる。 

 カリキュラムと教科書の開発の手順については、MoEYS内で十分議論、検討されない

ままにドナー主導で進められたため、現時点では、MoEYS内でカリキュラムと教科書

の開発手順が共有されていない。今後カンボジア独自でカリキュラムと教科書開発

を進めていく上で、開発手順を明確化することが求められている。 

 カンボジアの教育戦略計画（ESP2004-2008）の中で、持続可能なカリキュラム改革

と教材提供が重要戦略として位置づけられている。 

 ターゲットグループのメンバーは、カンボジア国の高等理数科教育で重要な役割を

担う部署・機関から選ばれるので、技術移転の成果は以後のカリキュラム・教科書

開発に活かされることが期待できる。 

 JICAは 2005 年 3月まで「カンボジア理数科教育改善計画プロジェクト（STEPSAM）」

で、現行のカリキュラム、教員用指導書、教科書、教員用指導書を使って、理数科

分野の高校教員の育成、現職教員を対象とするワークショップを実施した。その中

で、国立教育研修所（NIE）の教官と共に、それぞれの課題点、問題点を認識した上

で、レポートとしてまとめた経験を有することから、カンボジア高校理数科のカリ

キュラム、教科書、教員用指導書の改訂を行う本プロジェクトの実施において、日

本は優位性があるといえる。 

 

 

（２） 有効性 
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この案件は以下の理由から有効性が見込める。 

 本プロジェクトのターゲットグループは、カンボジア国の高校理数科教育で重要な

役割を担う部署及び機関から、約 30名で構成される実行委員会である。カリキュラ

ムと教科書開発にかかる MoEYS 内の手順を明確化するためには、この実行委員会が

過去とプロジェクト活動を通じた経験に基づき、実際にカリキュラム及び教科書開

発の計画を立て、執筆体制を組み、カリキュラムと教科書案を作成し、直後にその

プロセスの見直しを行うという一連の作業を行うことが重要である。本プロジェク

トにおいては、これらの一連の作業を実際に行うことで、体得し、カリキュラム、

教科書案、教員用指導書案ができるだけではなく、プロジェクト目標である開発手

順の明確化につながることが期待できる。 

 プロジェクト目標（カリキュラムと教科書開発にかかる手順の明確化）の指標であ

る（手順の文書化、周知度、見直しのための会議）はプロジェクトで定期的に実施

される実行委員会の会議、合同調整委員会等で確認することができ、プロジェクト

目標の指標設定は明確である。 

 

（３） 効率性 

この案件は以下の理由から効率性が見込める。 

 STEPSAM では国立教育研修所（NIE）の教官の育成し、これらの教員は現職教員に対

する全国ワークショップを実施する中で、現場の教員の抱えている問題意識、ニー

ズを把握した。また STEPSAM では教員用の副教材として実験解説書を作成し、全国

の高校に配布している。これらの経験を通し、現場の教員のニーズを捉えた上で、

より分かりやすい内容になるように適切に図表や写真を入れる等の活動を行った経

験があるため、これまでに作成した実験解説書の要素を教科書や教員用指導書に適

宜追加していくことで、STEPSAM の経験を直接本プロジェクトにて活用することが

期待できる。 

 プロジェクトオフィスの一部を国立教育研究所（NIE）に置くため、上記 STEPSAMで

整備された実験施設及び参考図書等を活用するため、新たな建物建設、図書購入の

必要がない。 

 カリキュラム案は、3 ヶ月の短期集中的に本邦研修で作成することを想定している

ため、日本人専門家が複数名現地に張り付いて指導するよりも、現地カウンターパ

ートを本邦に招聘する方が安価であり、時間的に節約が可能である。また、本邦で

研修する場合、各教科毎に複数の大学や先生が受け入れ態勢を組むことが可能とな

り、現地に派遣できない先生を含めて充実した指導体制を組むことが可能である点

から効率的といえる。 

 

（４） インパクト 

   この案件のインパクトは以下のように予測できる。 

 プロジェクト目標の達成により、明確で効果的なカリキュラム・教科書開発の手順

が明確化されれば、それを利用することにより、上位目標である「カリキュラムと

教科書の定期的見直しと、必要に応じた改訂作業」が可能となる。MoEYSによる「カ

リキュラム開発ポリシー」では、2009年にカリキュラムの見直しが予定されており、

その際のカリキュラム・教科書改訂作業には、本案件で確立されるカリキュラム・

教科書開発の手順が活用されるため、上位目標の達成が見込まれる。 

 本プロジェクトで改善された高校理数科教育のカリキュラム・教科書開発手順が、
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高校教育の他教科や、基礎教育での開発プロセスの手本となり正のインパクトをも

たらすことが期待できる。 

 開発された教科書は、毎年、カンボジア全土の高校生（約 15万人）の効果的な学習

に寄与するという点でインパクトが大きい。 

 

（５） 自立発展性 

以下のとおり、本案件による効果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も継続され

るものと見込まれる。 

 教育戦略計画（ESP2004-2008）の中で、持続可能なカリキュラム改革と教材提供が

重要戦略として位置づけられており、本案件により獲得される明確化されたカリキ

ュラム・教科書開発の手順は、MoEYS の学校カリキュラム担当部局である教育研究

局（PRD）を中心に蓄積され、今後の継続的なカリキュラムと教科書の見直しに活か

されることが期待できる。 

 その場合、今回のように王立プノンペン大学（RUPP)や国立教育研究所（NIE）等か

ら教科の専門家を含めてワーキンググループを組むという本プロジェクトの体制の

組み方は、今後将来的に期待されている教科書作成の外部委託化にも対応できると

考えられる。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

 本プロジェクトで作成するカリキュラム、教科書案、教員用指導書案の内容については、ジ

ェンダーに配慮した視点を入れて作成をする。 

また、本プロジェクトでは、今般世界的課題である環境問題の視点を踏まえ、理数科教科（特

に物理、化学、生物）のカリキュラム、教科書、教員用指導書を作成することを想定している

ため、それらの活動を通じて、理数科教育関係者の中で、環境教育への理解が促進することが

期待される。また、将来本プロジェクトで作成したカリキュラム、教科書、教員用指導書が各

学校の教員、生徒に配布されることで、より一層環境教育への理解が促進することが期待され

る。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用：あり 

 過去に実施していた教員養成等のプロジェクトを通して、教科書の質と量の不足が、教員

の指導の質と生徒の学習効果に負の影響を与えていることが指摘されてきた。本案件では、

質の強化に重点をおき、教員の指導力とともに、教科書を中心とする教材の質の確保が、

生徒の学力向上に欠かせないとの認識に立ち、本案件が成立している。良質なカリキュラ

ムと教科書の開発は継続的な見直しと改善によって達成されることを踏まえ、本案件の戦

略が組まれた。 

 企画評価部「評価結果の総合分析（初中等／理数科分野）」では、連携に関する教訓につい

て、他ドナーと連携をする場合は、連携によって取り組むべき課題が明示されている場合

に効果が期待できる、また情報交換レベルでは、先行ドナーは重要な情報源となると指摘

している。本案件では、上記教訓をふまえ、現在 USAID が実施している初等教育分野のお

けるカリキュラム開発プロジェクトとも教科内容、先方政府の巻き込み方等の情報交換を

重ね、小学校から高校まで継続したカリキュラムとなるよう留意し、教育戦略計画

（ESP2004-2008）の重要戦略である「持続可能なカリキュラム改革と教材提供」の達成に

向けて連携することとした。 

８．今後の評価計画 

 終了時評価 2008年 2月頃 

 事後評価 2011 年 9月頃（案件終了 3年後） 
 


